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　委託研究 #03

はじめに

　近年の情報技術の進歩による端末やコンテンツの進化と多
様化、無償のデジタル財の普及は、企業と消費者のコミュニケ
ーションのあり方を変化させる。1990年代のインターネット
普及初期の中心的デバイスはPCであったが、インターネット
が普及してから約四半世紀が経過した現在は、スマートフォ
ンやタブレットなどの携帯端末が主流となり、スマートスピ
ーカーなどがさらに加わった。つまり、消費者はインターネッ
ト上の情報に常時接触しているのである。
　また、ソーシャルメディアの普及により、消費者が誰でも低
コストで画像やテキスト、動画などのコンテンツを作成し、オ
ンラインで共有することができるようになった。こうした中
で、消 費 者 が 生 成 す る コ ン テ ン ツ（User Generated 
Contents, UGC）は増加の一途をたどっている。インターネ
ット黎明期における主要な情報探索手段は検索エンジンであ
ったが、現代の消費者はソーシャルメディアを情報探索のた
めの手段としても利用し、その情報源としてのUGCは重要性
を増している。
　こうした市場環境の変化に伴い、企業はペイドメディア（広
告費を支払って情報発信するメディア）、オウンドメディア（公
式ウェブサイトに代表される自社で保有するメディア）、アー

ンドメディア（自然発生的に消費者が創造したコンテンツの中
で自社が言及され、信用や評判を獲得（earn）する場合のメデ
ィア）という3つのメディア、つまりトリプルメディア（triple 
media）を組み合わせた戦略を展開するようになった。この3
つのメディアは独立して存在するのではなく、相互に影響を
及ぼしあう。例えば、ペイドメディアのテレビ広告を、自社の
オウンドメディアの「広告ギャラリー」においてアーカイブと
して公開することができる。また、テレビ広告はソーシャルメ
ディア上で拡散され、結果的にアーンドメディアにおける露
出を得ることも可能である。
　こうした動向を理解する上では、コミュニケーションを伝
達する場であるメディアと伝達内容であるコンテンツとを切
り分け、メディアのデジタル化とコンテンツのデジタル化を
分けて考える必要がある。メディアのデジタル化とは、コミュ
ニケーションを伝達する「場」が、物理的な制約を持つ新聞・雑
誌や、一方向的な放送電波といった従来のアナログな経路か
ら、インターネット技術を基盤とする双方向かつ時間や場所
の制約を受けにくい経路へとシフト、あるいは拡張されるこ
とを指す。また、コンテンツのデジタル化とは、伝達される「内
容」が、単にデジタルデータ形式に変換されるだけでなく、デ
ジタルメディアの特性を前提として、その企画、制作、表現方
法そのものが変容することを指す。［図表1］はメディアのデジ
タル化とコンテンツのデジタル化を2×2のマトリックスで表
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現している。
　①は、アナログのコンテンツをアナログメディアで発信す
るケースであり、具体例としては新聞や雑誌の記事が挙げら
れる。②は、アナログ媒体が作成したコンテンツをデジタルメ
ディアで発信する場合であり、これにはテレビ番組や雑誌の
公式ウェブサイトやソーシャルメディアの公式アカウントが
含まれる。③は、デジタルメディアが作成したコンテンツをア
ナログメディアで発信する場合であり、これにはオンライン
動画などのコンテンツをテレビ番組などで紹介する事例が含
まれる。最後に、④は動画などのオンラインコンテンツをオン
ラインメディア上で発信する場合である。
　広告コミュニケーションにおける「デジタル化」とは、①か
ら④へのシフトのみならず、②や③も含まれる。インターネッ
ト普及以前は、左上の①のみを活用してブランド・コミュニケ
ーションを行っていた。デジタル時代においては、①に加えて
②、③、④の領域の手段を活用して、コミュニケーションを行
うことが求められる。
　このような環境において、ブランドが持続的に成長するに
は、市場環境の変化に対応したコミュニケーション戦略を再
構築することが不可欠である。本稿は、デジタル化が進む現在
の市場環境下における広告コミュニケーションのあり方を明
らかにすることを目的とする。

インタビュー調査からの発見

　著者らは、デジタル時代におけるマーケティング・コミュニ
ケーションの変容とブランド戦略について、企業の実務担当
者から直接情報を得るために、先進的な取り組みを行う企業
の担当者へのインタビュー調査を実施した。インタビューは
半構造化インタビュー形式で行い、マーケティング・コミュニ

ケーション戦略に関して調査対象者の経験や意見を詳細に聴
取した。インタビューの対象と実施日は（株）HYBE JAPAN

（2023年8月29日、12月11日）、サントリーホールディングス
（株）（2023年12月1日）、日清食品ホールディングス（株）（2024
年1月9日）、（株）クラシコム（2024年2月9日）、（株）星野リゾ
ート（2024年5月16日）、（株）メルカリ（2024年9月10日）であ
る。これら企業は、エンターテインメント、食品、小売、宿泊、フ
リマアプリなど、多様な業界に属しており、デジタル時代にお
けるトリプルメディアを用いたコミュニケーション戦略の先
進的事例として位置付けられる。以降はインタビュー調査の
発見事項を挙げる。なお、記載の簡潔性および可読性を考慮し、
文中における企業名は「株式会社」等の法人格を省略して議論
を進める。

情報拡散の重要性

　ここからはインタビューの発見事項を述べる。1点目の発見
事項は、情報拡散の重要性である。サントリーホールディング
スは、広告コミュニケーションのプロセスが、広告によって商
品認知を獲得することから、広告によって話題化し、それによ
って商品認知の獲得につながるというように変化したと指摘
している。つまり、広告の役割は商品認知の獲得ではなく話題
化であり、話題化によって商品認知が起こる、という順番に変
わったということである。広告でメッセージを届けた後の二
次拡散により、ソーシャルメディアのタイムラインに広がり、
フィルターバブルを突破するという。情報が拡散するために
は、情報自体にも拡散する特徴が必要となる。同社によると、
驚きやざわつき、強い共感が情報拡散のためには重要である
という。
　日清食品ホールディングスも、サントリーホールディング
スと同様にブランドの話題化を意識していた。同社によると、
話題化における情報拡散の順序はまずテレビで発信し、次に
その内容がSNSで拡散する。十分に拡散すると、ロケットニ
ュースなどのネット記事で取り上げられ、さらに拡散が大き
くなると、ヤフーニュースやLINEニュースなどのオンライン
ニュースとして取り上げられる。オンラインニュースで取り
上げられた情報はテレビ番組で取り上げられ、そのことはSNS
で拡散するという。日清食品ホールディングスの発言からは、

メディア（アナログ） メディア（デジタル）
コンテンツ

（アナログ）
①マス4媒体の番組、記事な
ど

②テレビ番組や雑誌の公式ウ
ェブサイト、ソーシャルメディ
アの公式アカウントほか

コンテンツ
（デジタル）

③動画、記事、検索結果など
のデジタルコンテンツを紹介
するマス4媒体の番組、記事
など

④オンライン媒体のオンライン
記事、動画、写真

［図表1］ メディアのデジタル化とコンテンツのデジタル化
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情報がオンライン・オフラインのメディアの垣根を超えてシー
ムレスに拡散することがうかがえる。
　また、星野リゾートは、自社のホテルがテレビ番組や記事で
紹介されると、番組や雑誌の公式ウェブサイトや公式アカウ
ントに転載され、コンテンツがボーダーレスに拡散すること
を指摘している。星野リゾートの事例から明らかなように、オ
ンラインメディアではコンテンツが転載されるので、結果的
に多くのリーチを獲得できることになる。

コンテンツの重要性の高まり

　1点目の発見事項は情報拡散の重要性であったが、拡散する
情報源となるのがコンテンツである。インタビュー調査の結
果、多くの企業がデジタル時代のマーケティング・コミュニケ
ーションにおいて、コンテンツの重要性を指摘していた。
「北欧、暮らしの道具店」を運営するクラシコムは、ポッドキ
ャストやYouTubeなどのIP（知的財産）を活用し、ソーシャル
メディアでのリーチを拡大している。同社は良質なコンテン
ツの制作に投資することによって、顧客エンゲージメントを
高めている。
　星野リゾートも、質の高いコンテンツがボーダーレスに拡
散し、より多くの消費者にリーチできると考えていることか
ら、コンテンツを重視していた。また、HYBE JAPANは、所属
アーティスト自らがコンテンツをソーシャルメディアで発信
することで、ペイドメディアに依存しない、自主制作のオリジ
ナル・コンテンツを提供していた。こうした企業発のコンテン
ツは、ファンによる拡散や二次創作の源泉となっている。また、
日清食品ホールディングスは、どのようなアウトプットをす
れば人の心は動くのかを問い、コンテンツの「鮮度」や「面白
さ」、「ピュア」といった要素を重視していた。
　コンテンツは顧客を動かし、エンゲージメントを生み、ブラ
ンド世界観を構築する中核要素である。広告をアウトバウン
ド・マーケティングと位置付けると、消費者に自社の情報を見
つけてもらう活動はインバウンド・マーケティングと位置付け
ることができる。動画プラットフォームやテレビのリモート
コントローラーにおける広告スキップ機能からも明らかなよ
うに、広告忌避は長期的なトレンドである。こうした背景から、
いかにして自社の情報を検索エンジンの上位に表示させ、自

社のランディングページに誘導するかがブランド認知やブラ
ンドの関心を獲得するカギとなる。良質なコンテンツの存在
はインバウンド・マーケティングの効果向上においても必要不
可欠であるといえる。

オウンドメディアの役割の拡大

　今回のインタビュー調査の発見事項のひとつは、トリプル
メディアのうち、オウンドメディアの重要性が拡大し、情報発
信に加え、顧客関係構築、ロイヤルティ向上、コマース機能を
持つプラットフォームへと進化している点である。クラシコ
ムは自社ECサイトを「ライフカルチャープラットフォーム」
と位置付け、読み物・動画・ラジオ・映画など、さまざまなコン
テンツを制作・提供している。また、商品ページ・コラム・動画・
ポッドキャストなどの多様なコンテンツのシームレスな移動
を可能にする独自プラットフォームを構築するために、2019
年11月にiOSアプリ、2020年4月にAndroidアプリを提供開
始した。同社はこうした取り組みによって、顧客囲い込みとエ
ンゲージメント深化を図っている。
　また、HYBE JAPANの関連会社のWeverse Companyは、
ファンダムプラットフォーム「Weverse」を運営している。
Weverse上ではファンとアーティストが交流することが可能
であり、ブランド体験の共創が行われ、製品・サービスの販売
が行われている。つまり、Weverseはコミュニティ・メディア・
コマース機能を統合したオウンドメディアだといえる。
Weverse上ではさまざまなソーシャルメディアに偏在するコ
ンテンツを1カ所でまとめて閲覧することができるため、ファ
ンにとってはワンストップメディアとして位置付けられる。ま
た、無料ではあるが会員登録が必要であるという点で「半分開
いたコミュニティ」であるため、他のソーシャルメディアと異
なり誹謗中傷からアーティストが守られ、ファンも嫌な思い
をする可能性が低い安心・安全なコミュニティである。さらに、
Weverseは自社メディアであるだけでなく、自社ECプラット
フォームとしての役割も果たしているため、広告と販売の中
間排除を可能にしている。メディア機能、コマース機能、コミ
ュニティ機能を持つことは、ソーシャルメディア各社やECプ
ラットフォームなど、他社の規約変更の影響を受けないとい
う利点もある。
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ジメントを深めているのである。
　これらの事例は、デジタル時代においてもテレビが新規顧
客獲得や認知度向上に有効であり、デジタルメディアと連携・
転載されることで効果を最大化できることを示している。

考察①変わるトリプルメディア

　以上、インタビュー調査の発見事項を述べた。ここからは考
察を述べる。インターネットが登場する以前は、ブランド・コ
ミュニケーションは主にペイドメディアを通じて行われてい
た［図表2］。ペイドメディアにおいては、広告主はコミュニケ
ーションの量・コンテンツともにコントロールすることが可能
であった。コンテンツの制作は、媒体社および広告会社にゆだ
ねられていた。その後、インターネットの登場と普及によって、
ペイドメディアにオウンドメディアとアーンドメディアが追
加された。企業はこの3つのメディア、つまりトリプルメディ
アを効果的に組み合わせてコミュニケーションを設計するこ
とが求められるようになった［図表3］。
　デジタル化が進む中で、ペイドメディアに関しては、オフラ
イン広告が衰退し、オンライン広告が台頭していった。このこ
とは、電通の日本の広告費の推移からも明らかである。2025
年現在、日本の総広告費7兆6,730億円のうち、インターネッ
ト広告費は3兆6,517億円（前年比109.6%）で、総広告費に占
める構成比は5割に迫る47.6％となった（電通, 2025）。また、
企業はオウンドメディア、つまり公式ウェブサイトやソーシ
ャルメディアの公式アカウントを運営することが当たり前と
なった。オウンドメディアは企業がより高いレベルでコント
ロールができる半面、その他のメディア形態と比較すると相
対的にリーチが限定的である。こうした中、アーンドメディア
のクチコミが脚光を浴び、企業は情報拡散や好意的なクチコ
ミの獲得に注力していった。しかし、アーンドメディアは、ユ
ーザーの投稿もプラットフォーマーの規約変更に関しても、広
告主によるコントロールは不可能であるという側面を持つ。
　インタビュー調査から見えてきたのは、2025年現在のトリ
プルメディアのあり方は、［図表3］から［図表4］へとシフトし
ているということである。まず、ペイドメディアについては、
ソーシャルメディア上の拡散のトリガーとしてのテレビ広告
や、認知獲得のためのオフラインペイドメディアが再評価さ

　この2社の事例において、メディアとコマースの境界線は曖
昧である。コマース機能を持つオウンドメディアがメディア
的側面を持つと、購入目的がない場合でも訪問されるため、サ
イトの訪問頻度や滞在時間の増大に貢献し、結果としての購
買機会を増やすことにつながると考えられる。

テレビの重要性の再評価

　今回のインタビュー調査では、デジタルメディアの台頭に
もかかわらず、多くの企業がテレビを重要なメディアと捉え
ていることが明らかになった。特に、無関心層へのリーチや話
題の起点としてのテレビの役割が評価されていた。日清食品
ホールディングスは、テレビを話題の「発射台」として認識し
ている。同社は「尖った」テレビCMを放映し、SNSでの話題化、
ネット記事化、再度のテレビ露出という話題化を実践してい
る。また、テレビCMを「空中戦」、SNSでの話題化を「サイバ
ー戦」、店頭での販促を「地上戦」と位置付け、それぞれを組み
合わせた独自の戦略を採用している。
　メルカリは、テレビCMで潜在層を獲得し、オンライン広告
で「刈り取る」といった全体設計を行っている。つまり、潜在
層の獲得には、テレビ媒体は有効ということである。また、オ
フラインのイベントをテレビ番組で取り上げられるように企
画・設計することで、自然検索の増加を図り、顧客獲得コスト
の低下を実現している。
　星野リゾートは、テレビ番組への露出で認知度を高め、自社
ブランドが消費者の「想起集合」に入ることを目指している。
テレビに同社のホテルが取り上げられることで、マス層に認
知され、“憧れ感”が醸成され、「いつか行きたい」と思ってもら
えるという。テレビ番組露出後に、ウェブサイトへのアクセス
や予約が増加する効果が確認されている。
　HYBE JAPANは、テレビ番組を非認知層へのアプローチお
よび既存ファンのエンゲージメント深化に有効であると認識
していた。アーティストの音楽番組への出演は、非認知層の認
知獲得に有効である。また、既存ファンにとっては、オフライ
ンメディアへの出演は拡散の情報源である。アーティストの
出演は、出演部分の動画に加えて、出演前後の舞台裏もコンテ
ンツとなり、ファンはこうしたコンテンツについてソーシャ
ルメディアやオウンドメディアで感想を語り合い、エンゲー
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れている。既存メディアの接触時間減少や、広告忌避トレンド
および広告スキップを可能にするさまざまな手段の広がりは、
ペイドメディアの重要性を低下させているが、再評価される
側面があることが確認された。
　続いて、アーンドメディアに関しては、マーケティング・コ
ミュニケーションにおける情報拡散およびその影響力が企業
に認識されている。その一方で、昨今の規約変更、買収による
経営者変更、政治介入、増加する犯罪や炎上により、アーンド
メディアへの過度な期待は低下傾向にある。このメディアの

不確実性とリスクが高いことは明白なためである。こうした
中で、媒体社やプラットフォーマーの影響を受けないコント
ローラブルな自社メディア兼自社コマースサイトとしてのオ
ウンドメディアの価値が高まっている。

考察②コミュニケーションの設計は、 
スイムレーン型からアシスト型へ

　今回の調査からは、企業はコンテンツの話題化と情報の拡
散を事前に設計して、マーケティング・コミュニケーションを
行っていることが明らかになった。また、情報拡散はメディア
の垣根を超えて、シームレスに行われている。各媒体のコミュ
ニケーションは、その直接的な効果と他のメディアを後押し
する間接的効果を有している。
　Unnava & Aravindakshan（2021）は、ソーシャルメディア
の3つの効果として、直接効果、スピルオーバー効果、キャリー
オーバー効果を挙げている。直接効果とは、同一プラットフォ
ームにおけるエンゲージメントの生成である。スピルオーバ
ー効果は、ソーシャルメディアから他のプラットフォーム上
のエンゲージメントへの波及効果である。キャリーオーバー
効果は、コンテンツ投稿の「延命」であり、ソーシャルメディア
上のリツイートやシェアといったエンゲージメントによって、
コンテンツの寿命が延びることを意味する（1）。

［図表4］ 現在のトリプルメディアのあり方

（＋）非認知層への影響力
（−）既存メディアへの接触時間減少、広告忌避トレンド

（＋）拡散による影響力
（−）高まる不確実性とリスク

（＋）媒体社やプラットフォーマー
の影響を受けないコントローラブ
ルな自社メディア兼自社コマース
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earned

paid

［図表3］ インターネット黎明期の
マーケティング・コミュニケーション

コントロール（高）
オフライン広告の衰退、オンライン広告の台頭

コントロール（低）
ソーシャルメディア上の情報拡散
プラットフォーマーの影響力大

コントロール（大）
自社サイトおよび公式アカウント
相対的にリーチは限定的

ownedearned

paid

［図表2］ インターネット登場前の
マーケティング・コミュニケーション

広告主はコミュニケーションを
コントロール可能（量・内容）

コンテンツの制作は媒体社および広告会社

paid
media
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　従来の広告効果測定は、それぞれのメディアが独立して評
価される「スイムレーン型」で行われていた。この方式ではプ
ールのように、スイムレーンを超えて互いに影響を及ぼすこ
とはない。しかし、現在では、各メディアが互いに影響し合い、
広告効果を高めている。こうした状況を踏まえ、広告効果測定
も、各メディアの直接効果だけでなく、間接効果を含めた「ア
シスト型」の評価へと変化している。つまり、サッカーのよう
に、ゴールだけでなくアシストも競技において重要な要素と
なっている。デジタル時代には、各コミュニケーション施策の
直接効果だけでなく、間接効果を考慮したコミュニケーショ
ン設計と効果測定が重要となる。

考察③ＣＲＭの普及と顧客生涯価値

　顧客生涯価値（Customer Lifetime Value, CLV）は、一人
の顧客が企業にもたらす総利益であり、長期的な顧客関係構
築の重要性を示す。顧客生涯価値は、一人の顧客が企業にもた
ら す 利益（Lifetime Value, LTV）か ら、顧客獲得 コ ス ト

（Customer Acquisition Cost, CACあ る い はCost Per 
Acquisition, CPA）を引いたものである。なお、簡略化のため、
顧客維持利益および顧客維持コストは本稿では扱わないこと
とする。定義から明らかなように、CLVを高めるためにはLTV
を高め、CACを低下させることが必要となる。なお、顧客生涯
価値はCLV以外にもLTVと表記される場合があり、実務の文
脈では同義語として扱われることが多いが、ここではCLV＝
LTV-CACであることに着目して議論を進める目的から、CLV
とLTVを区別して書き分ける。
　LTVは、顧客期間中のマージンの総和であるため、利益率が
高く、顧客期間が長い顧客ほど、LTVが高くなる。顧客期間の
延長のためには、既存顧客向けのサービスへの投資による顧
客満足向上が寄与する。また、利益率を維持するためには、価
格訴求型プロモーションに依存しないことも重要となる。
　次に、CACの低減を考える。CACは、顧客獲得単価を下げる
ためには、ペイドメディアの予算配分の最適化以外に、自然検
索やアーンドメディア上のクチコミ、そしてそれらを増大さ
せる広報活動への注力などが挙げられる。CLVやCACは、そ
の絶対額で判断されるべきものではなく、投資効率（LTV/CAC
比など）で判断されるべきである。つまり、CACが高くても、

LTVがそれに応じて高ければ効率上の問題はなく、一方でCAC
の金額が低くても同様にLTVも低ければ、マーケティングROI
が低いということになる。
　顧客生涯価値の重要性は2000年頃から指摘されていたもの
の、CRM（Customer Relationship Management）の導入に
よる顧客生涯価値の管理は会員制度を導入しているか、オン
ライン・オフラインの通信販売を行う一部の企業に限られてい
た。顧客にユニークなIDが付与され、購買履歴データを含む
行動履歴データが整備されていることが、CRMの実践の前提
であったためである。インターネット黎明期から約四半世紀
が経過した近年は、多くの企業が会員制度を導入し、オンライ
ンの直販も普及している。また、商品・サービスの購入方法も、
都度課金以外の積算方法、具体的には定期購入―いわゆる

「サブスク」―を採用する企業が増大している。定期購入は、顧
客のリピート購入を自動的に実現する仕組みである。顧客生
涯価値を増大させるためには、既存顧客の育成およびその前
提としての新規顧客の獲得が重要となる。
インタビュー調査からは、CACを低下させ、LTVを向上させる
施策としてのソーシャルメディアでのクチコミ促進（アーンド
メディア活用）、オウンドメディア強化や広報活動による自然
検索の増大、マーケティング予算配分最適化といった取り組
みが行われていることが明らかになった。クラシコムはアプ
リのダウンロード数、SNSアカウントのフォロー数、メルマガ
購読数などの「エンゲージメントアカウント数」を重視してい
た。こうした取り組みは、顧客に再アプローチ可能な状態をつ
くり、LTV向上を目指すものである。また、メルカリは、売り
手である出品者ユーザーのLTVが高いと判断し、出品促進施
策に注力していた。この事例は、LTVがKPIとなっていること
を示している。HYBE JAPANでは、ファン・コミュニティとE
コマースの機能を統合することで、熱量の高い「スーパーファ
ン」育成につながっている。これらの取り組みは、企業がLTV
を重視し、LTVの増大とCACの低減のために、さまざまな施策
を行っていることを示している。

考察④無関心層・低関心層への 
アプローチの重要性

　顧客生涯価値を高めるためには、既存顧客との関係深化が
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重要であることはいうまでもないが、そもそも無関心層・低関
心層の新規顧客獲得が行われなければ、既存顧客の育成は不
可能である。今回のインタビュー調査では、複数企業が無関心
層・低関心層・非認知層への働きかけの重要性について言及し
ていた。Sharp（2010）はブランドの成長の鍵はノンユーザー
やライトユーザーにあることを指摘し、そのためにはメンタ
ル・アベイラビリティとフィジカル・アベイラビリティが重要
であることを指摘している。メンタル・アベイラビリティとは、
消費者が購買を検討する際に、特定のブランドを容易に想起
できる状態のことを指す。広告や広報活動による認知度や好
感度の向上が、これを高める。例えば、日清食品ホールディン
グスのサイバー戦や空中戦は、メンタル・アベイラビリティの
向上に貢献している。フィジカル・アベイラビリティとは、消
費者が購入したいと思ったときに、容易にそのブランドの商
品やサービスを購入できる状態を指す。流通チャネルの拡大
や在庫管理の最適化が、これを高める。日清食品ホールディン
グスのいう地上戦は、フィジカル・アベイラビリティの向上に
貢献する。
　ライトユーザーのメンタル・アベイラビリティ向上について
は、メルカリは、「（ブランドを）知っている人が多いほうが、愛
が深くなる。知られている感があるブランドのほうが、消費者
は好きになる」と述べている。彼らは、テレビCMで潜在層を
広げ、ライトユーザー層のメンタル・アベイラビリティ向上に
努めている。また、日清食品ホールディングスは、「数多くの人
が、当社ブランドの話題に触れ、同時に脳内に占めるそのブラ
ンドに対する関心の度合い、つまりはマインドシェアが高ま
ることとなり、商品が買われる」ことを主張している。
　無関心層・低関心層は、自ら積極的かつ能動的に当該製品に
関する情報検索を行うことはない。このため、メンタル・アベ
イラビリティとフィジカル・アベイラビリティの両方を高め、
無関心層・低関心層との出会いの接点を演出するマーケティン
グ・コミュニケーションが不可欠となる。

おわりに

　本稿は、デジタル技術の発展が広告コミュニケーションと
ブランド戦略にもたらした変容を、複数の企業事例分析を通
じて考察した。インターネット普及期から約四半世紀が経過

した現在、広告コミュニケーションは、メディア間のシームレ
スな情報拡散、拡散する情報としてのコンテンツ・メディアに
加えて、コマースやコミュニティなど多様な機能を担うオウ
ンドメディアの役割、テレビを含むマス・メディアの重要性の
再評価、といった点が重要であることが明らかになった。
　こうした状況に対応し、持続的なブランド成長を実現する
ためには、すべてのタッチポイントにおける質の高い顧客体
験のデザイン、消費者にとって価値あるコンテンツの制作、コ
ンテンツの複数メディアでの利活用、目的とターゲットに合
わせた最適なメディアミックスの実践、メディア間の相互作
用を含めた効果測定、ブランド構築のPDCAの前提となるデ
ータの整備および利活用の実践が不可欠である。
　最後に、本稿は2023年から2025年3月末までの研究プロジ
ェクトの活動をまとめたものであるが、デジタル技術は進化
し続けている。特に、従来のAIおよび近年急速に普及する生成
AIはブランド・コミュニケーションのあり方を大きく変える
可能性がある。生成AIにより、広告主は低コストかつ迅速に大
量のコンテンツを制作することが可能になる。マーケティン
グ・コミュニケーションのためのコンテンツ制作からその効果
測定まで、AIの果たす役割は大きい。今回のインタビュー調査
では生成AIについて深掘りすることは時期尚早で叶わなかっ
たが、今後の研究による深掘りが期待される。


